
Ａ－６ 空き家持ち主・市町村相談窓口サポート事業 

事業主体 岡山県住宅リフォーム推進協議会 

対象地域 岡山県全域 

事業概要 

・岡山県全域を対象とした相談体制を、県、市町村、建築士会、宅建協会、建

設業協会等と連携して整備。 

・広域（専門）相談窓口 1箇所を岡山市内の建築士会、地域相談窓口を 19市町

村に設置し、全県での相談に対応。 

成果計測指標 

（相談対応件数） 

空き家所有者本人及び 

その家族等からの相談件数 

空き家利用希望者 

からの相談件数 
合計 

平成 26 年度の実績 －  件 －  件 － 件 

事業期間内の目標 １００件 １００件 ２００件 

本事業期間内の成果 

（H28 年 2 月 26 日時点） 
２９９件 １５１件 ４５０件 

 

１．事業の背景と目的 

岡山県においても人口減少など様々な問題で空き家

が増加している。現状では、地域により問題意識が異

なるため市町村がそれぞれに対応しているところである

が、全体として空き家対策等に関する情報が少なく、共

有もされていない。このため、県内の各市町村が設置し

ている相談窓口などと連携し、近隣住民の安全性の確

保を含む空き家管理の体制や空き家の有効活用の推

進体制を整備するものである。 

具体的には、空き家の活用方法等のアドバイスがで

きる相談員（専門相談）を配置し、市町村窓口と専門機

関との連携をより密にするなど、市町村間の情報共有

の促進や市町村相談窓口のバックアップについて当協

議会全体で対応することを目指している。 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要 

１）相談業務に必要となる基礎情報調査 

①管理代行サービス事業者等の把握 

昨年度のＷｅｂ調査結果（県内 3社）に加えて、シルバー人材センターを対象に同様の内容のアンケート

調査を実施し、調査結果を地域別に整理した。また中古住宅の不動産取引動向、注意点、解体業の情

報提供については他団体や構成団体にも依頼をした。 

②市町村の担当窓口・支援制度の把握 

市町村の担当窓口・支援制度の把握については、条例等の担当窓口、総合相談窓口の設置の有無や

設置予定意向、空き家の改修、解体、移住等の各種支援制度（補助、助成制度など）を市町村別の担当

窓口支援制度一覧表として整理した。 
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③相談事例の収集・整理 

昨年度実施した相談・トラブルの事例のアンケート調査結果と、本事業の市町村向け説明会の際の事

例、問題点提示と併せた意見交換会の情報をもとに追加収集し、相談マニュアルのＱ＆Ａに反映した。 

 

２）相談員の研修・育成 

①相談マニュアルの作成 

窓口での相談対応の流れ、専門相談先への取次ぎの流れ・方法、相談記録票の作成と書き方のルー

ル、想定される相談内容と回答（Ｑ＆Ａ集）を主な内容とした相談マニュアルを作成。 

②相談員の研修 

対象市町村窓口担当者から空き家相談、トラブルの対応に必要と感じた知識、情報、対応方法等につ

いて要望を聞いたうえで、関連する専門家（行政、建築、不動産等）を招き、総合相談窓口の相談員と全

市町村の窓口担当職員に対して研修を行った。総合相談窓口の相談員は建築士会でこれまで住宅相談

を担当している者を中心に人選した。 

また空き家の流通のためには宅建業界との協力関係が重要であるという認識から、「空き家問題」をテ

ーマとして岡山県建築士会と岡山県宅地建物取引業協会と一般市民も含めた交流会を昨年度から４回

開催し、問題意識の共有化をはかり、団体間でどのような役割を担えるかを話し合った。一つの方向とし

ては空き家のインスペクションに積極的に取り組む方向性が示されるに至った。 

 

３）空き家等所有者への情報提供に資する資料等の作成 

①適正管理等の啓発リーフレットの作成 

空き家の適正管理について、相談・トラブルの事例、活用方法、相談窓口などを掲載したＡ4 版見開きの

リーフレットを作成し、相談窓口、関係団体などへ配布した。 

②協議会ホームページの空き家専用ページの開設 

また既設の岡山県住宅リフォーム推進協議会のホームページ内に空き家相談専用のページを立ち上げ、

空き家所有者等への意識の啓発、情報提供を図った。さらに、県外在住の所有者等に対しては、東京の岡

山県人会のメールマガジンにも紹介してもらい、周知を図った。 

 

４）相談事務の実施 

①窓口の開設 

昨年度は地域相談窓口の参加が 7 市町に留まったため、事業開始にあたって県下 28 市町村に呼

びかけ、説明会を開催した。その結果、県内 19 市町村が本事業に参加することとなり、広域相談窓口

兼専門相談窓口１箇所を建築士会内に設置し、設計、リフォーム、空き家診断、解体、売買賃貸の専門

相談先を整理した。 

②窓口の周知 

窓口の周知のために周知チラシを作成し、県及び市町村窓口等の公的施設に設置、配布した。また協

議会ホームページへ空き家相談専用画面を開設した。 

 

５）県の診断補助事業と連携した活用・解体等のアドバイス事業（効果促進事業） 

県及び市町村が補助事業として別途実施する建築士による空き家の劣化診断の調査結果に基づき、

本事業で設置する常設の専門相談窓口の建築士が解体やリフォームのアドバイスを行う相談事業を実

施する予定であったが、劣化診断の実績が少なく、活用を促すも相談はなかった。 
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（２）事業の手順 

交付決定（6 月 12 日）から事業終了までの間の事業の内容と手順を、以下のように進めた。 

 

 

（３）事業内容 

 

１）相談業務に必要となる基礎情報調査 

昨年度の事業においては 

 ⅰ)市町村窓口の実態把握に係る調査 

ⅱ)空き家管理代行サービス事業者等の実態把握に係る調査 

ⅲ)空き家解体工事業者の実態把握に係る調査 

を実施したが、今年度はこれらの再確認をおこないマニュアルに反映させた。 

ⅱ)については新たに県内シルバー人材センターの取り組み状況を調査した。 

ⅲ) については岡山県の解体業者登録名簿を加えた。 

今年度整理したものとしては次のようなものがある。 

 

①シルバー人材センターのサービス提供状況 

市町村のシルバー人材センターにＦＡＸアンケートを実施し、空き家の室内の換気や庭の除草

等のサービス状況を把握した。 

県内 27 のうち、6 センターが室内の換気サービスを実施（うち 2 センターは室内外の異常確認

も実施）、庭の除草は 10センターが実施していた。 

なお、センター別のサービス状況は一覧表に整理し、マニュアルの参考資料に掲載した。 

 

②市町村の空き家担当窓口と空き家関連支援制度の有無 

県から資料提供を受け、27 市町別の一覧表に整理した。 
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表１ 市町の空き家相談窓口と各種支援制度一覧表 

                                  平成 27 年 9月 1日現在 

 

担当窓口 
空き家 

バンク※ 

空き家関連支援制度 

総合相談窓口 
総合相談窓口がない場合の関係課 活用 

取得 
改修 除却 その他 

利活用 危険空き家 

岡山市 住宅課   ○ 〇 ○ 〇  

倉敷市   建築指導課      

津山市 協働推進室   ○     

玉野市 都市計画課   ◇  ○   

笠岡市    ◇  ○   

井原市  定住促進課 都市建設課 ◇     

総社市 建築住宅課   ◇    定住促進 

高梁市 定住対策課   ◇  ○ ○  

新見市 企画政策課   ○     

備前市 まち計画課   ○     

瀬戸内市    ◇     

赤磐市  
秘書企画課 都市計画課 

くらし安全課 

○     

真庭市 都市住宅課   ○  ○ ○  

美作市  協働企画課 環境保全課 ○  ○   

浅口市 まちづくり課   ○     

和気町 まち経営課   ○  ○   

早島町 企画課        

里庄町         

矢掛町  
総務企画課 相談内容により

対応 

○  ○   

新庄村 総務企画課   ◇     

鏡野町 まちづくり課   ○  ○   

勝央町 総務課   ◇  ○   

奈義町 総務課   ○ ○   家財整理 

西粟倉村 総務企画課        

久米南町 定住促進課   ○  ○   

三咲町 まちづくり課   ◇   ○  

吉備中央町 定住促進課   ◇ ○ ○   

  ※空き家バンク ：○印は空き家情報流通システム利用 

           ：◇印は空き家情報提供 
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空き家関連支援制度については活用、修理、除却といった直接的なもの以外に、移住・定住に伴

う支援制度、情報提供も見受けられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）相談員の研修・育成 

 

①相談マニュアルの作成 

昨年度検討した目次構成に基づき、空き家の持ち主あるいは空き家となる前の持ち主の状況を念頭

に、極力持ち主等の気持ちに立ったものにという視点で作成した。具体的には家主の立場、買い手・借

り手の立場、行政の立場という視点に空き家の立地を勘案して整理をおこなった。 

順番としてはまず適正管理に関する問題を提示・整理し、それが困難となった場合に売買や賃貸とい

う方向に向かうように文章配置した。 
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図１ マニュアルの目次                    図２ 空き家とその問題点 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図３ 立場の差による相談対応の方向          図４ 空き家相談受付記録 
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表２ マニュアルに記載した Q&A の Q 

①空き家の維持管理に関するＱ 

Ｑ１ 親が住んでいた家が空き家となり、相続について考える必要に迫られています。どのようなことに気を

付ける必要がありますか？ 

Ｑ２ 実家を相続したのですが、住む予定はありません。どうしたらよいでしょうか？ 

Ｑ３ 親を引き取って実家が空き家になっています。いずれ相続することになりますが、税金手続きについて

教えてください。賃貸や売却をする際の留意点はありますか？ 

Ｑ４ 遠方に住んでいて十分な管理ができません。何かよい方法はありませんか？ 

Ｑ５ 空き家所有者の管理責任は？  

Ｑ６ 近所の空き家が倒壊しそうで困っているのですが、相談は可能でしょうか？ 
 

②家財に関するＱ 

Ｑ１ 賃貸してもよいと思いますが、家財が残っています。どうしたらよいでしょうか？ 

Ｑ２ 神棚や仏壇をどうしてよいかわかりません 
 

③空き家改修のＱ 

Ｑ１ 空き家が古くなり地震性に不安があります。どうしたらよいでしょうか？ 

Ｑ２ 老朽化した空き家を改修したいのですが、どこをどう直せばよいかわかりません。 

Ｑ３ 既存住宅のリフォームを考えていますが、一般的にどういう改修をすべきですか？ 

Ｑ４ 空き家改修をしたいのですが、どこかよい業者を紹介して頂けませんか？ 

Ｑ５ 空き家は、改修しないと売買や賃貸をすることができませんか？  

Ｑ６ 空き家改修工事で瑕疵が生じた場合、施工者とのトラブルに備えるための何かよい方法はありません

か？ 

Ｑ７ 空き家を借りていますが、自分たちで改造しても後で直せば問題ありませんか？ 
 

④売買のＱ 

Ｑ１ 相続した住宅を処分したいが、どこに頼めばよいでしょうか？ 

Ｑ２ 住宅を相続したが、使うあてがありません。賃貸と売却はどちらが有利でしょうか？ 

Ｑ３ 宅建業者に売買の仲介を頼みたいのですが、どこか紹介いただけませんか？また、仲介の報酬額はいく

らですか？ 

Ｑ４ 空き家を購入する際に、隠れた不具合がないか不安です。安心できる保険制度について教えて下さい。 
 

⑤賃貸に関するＱ 

Ｑ１ 空き家を貸したいのですが、どうしていいか分かりません。 

Ｑ２ 借家の家賃はどうして決めたらよいでしょうか？ 

Ｑ３ 宅建業者に賃貸の媒介を頼みたいのですが、どこか紹介していただけませんか？ 

また、仲介手数料はいくらですか？ 

Ｑ４ 以前住んでいた住宅を賃貸したいが、かなり傷んでいます。賃貸できるでしょうか？ 

Ｑ５ 空き家は、改修しないと賃貸をすることができませんか？ 

Ｑ６ 県内の住宅を相続したが、遠方に住んでいます。将来戻るかもしれないので、賃貸したい。賃貸すると

将来戻る時に借主が居るため戻れないと聞くが、本当でしょうか？  

Ｑ７ 使っていない住宅を借家にしたいが、手直し等の費用を見積もってほしい？ 
 

⑥空き家解体に関するＱ 

Ｑ１ 空き家の解体を考えています。どのようなことに注意すればよいでしょうか？ 

Ｑ２ 住宅を解体したいが、どこに頼めばよいでしょうか？ 

Ｑ３ 老朽化した住宅を解体したいが、費用はどれくらいかかるものでしょうか？ 

Ｑ４ 廃屋を壊したいのですが、解体費用の助成制度はありませんか？ 

Ｑ５ 空き家を活用する場合と取り壊す場合で、固定資産税はどのように変わりますか？ 
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②相談員の研修 

昨年度、県内市町村に本事業への参加意向を確認した際には、県内２７市町村の内７市町村の参加

希望に留まっていたが、今年度改めて事業説明会等を実施したところ事業の趣旨をご理解いただき、

最終的に１９市町村が本事業に参加した。 

対象市町村窓口担当者から空き家相談、トラブルの対応に必要と感じた知識、情報、対応方法等に

ついて要望を聞いたうえで、関連する専門家（行政、建築、不動産等）を招き、総合相談窓口の相談員

と全市町村の窓口担当職員に対して研修を行った。 

総合相談窓口の相談員（11 人）は建築士会でこれまで住宅相談を担当している者を中心に人選し

た。 

研修会は、専門相談員の研修を午前に、市町村窓口担当者を含めた研修を午後に実施した。４

５名が参加し、マニュアルを中心に他県の先進事例や県内の既存住宅の流通促進の取組み等を紹

介した。 

 

  図５ 研修会のプログラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【研修会当日、参加者から寄せられた意見等】 

 

・宅建の講義については、宅建業の話だけでなく空き家に関する話で、もっと実務的な話が聞き

たかった 

・マニュアルについては、「適正な」解体業者リストがあればいい 

・尾道の話については、先進的な取組であるとは思うが、独自の地域性（歴史、観光、坂道、路

地、港町など複数の魅力）があって成り立つのであって、県内の市町村で説明していただいた

方法で同じように実施するのは難しいだろう 
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写真：研修の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また空き家の流通のためには宅建業界との協力関係が重要であるという認識から、「空き家問

題」をテーマとして岡山県建築士会と岡山県宅地建物取引業協会と一般市民も含めた交流会を昨

年度から４回開催し、問題意識の共有化をはかり、団体間でどのような役割を担えるかを話し合

った。 

     参加者 

・岡山県建築士会 

・岡山県宅地建物取引業協会 

・確認検査機関 

・行政 

全４回（１回あたり約３０人） 

 

 

写真：交流会 

 

 

 

 

 

 

 

３）空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

 

①適正管理等の啓発リーフレットの作成 

空き家の適正管理について、相談・トラブルの事例、活用方法、相談窓口などを掲載したパン

フレットを６０００部作成し、相談窓口、関係団体などへ配布した。空き家を放置した場合のリ

スクやＱ＆Ａ，相談先などをもりこんでいる。住宅が空き家になってしまってからでは遅いと思

われるため、表題を「住宅をお持ちのみなさまへ」とした。 

 市町村によってはこのデータを活用いただき、独自に印刷をして活用するところもあった。 

9 

 



 

図６ リーフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図○ リーフレット 
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②協議会ホームページの空き家専用ページの開設 

既設の岡山県住宅リフォーム推進協議会のホームページ内に空き家相談専用のページを立ち

上げ、空き家を放置した場合の問題点や Q&A などを掲載するなど、空き家所有者等への意識の啓

発、情報提供を図った。 

 

 図７ 空き家専用画面トップページ        図８ よくある質問 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）相談事務の実施 

 

①相談窓口の開設 

広域相談窓口兼専門相談窓口１箇所を建築士会内に設置し、相談員 11 名が交代で対応している。さ

らに、市町村がワンストップで相談対応する地域相談窓口については、前年度は 27 市町村のうち７

市町村のみの参加意向であったが、今年度はさらに 12 市町村が本事業に参加することとなり、19 市町

村に地域相談窓口を設置した。 

  

②専門相談の対応 

専門相談の相談先は、図９のとおりであり、各会の対応可能な相談内容や連絡先のリストを作成し、
マニュアルに掲載した。 

相談者には専門相談の連絡先を伝えるのみであり、相談窓口で記載した相談票を専門相談先に送

ることや取次いだ専門相談の結果を事務局に報告することはしていない。 
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③近隣住民からの苦情相談の対応 

近隣からの苦情相談は市町村担当窓口に取次ぐこととしたが、広域相談窓口にはいわゆる苦情相

談はなかった。地域相談窓口である市町村担当者に聞くと市町村では苦情相談がかなりの割合にの

ぼるとのことであり、地域相談窓口で完結していることがうかがえる。 

 

図９ 相談体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④窓口の周知 

作成したリーフレットを県及び市町村や岡山県住宅リフォーム推進協議会の構成員に配布するとともに、

市町村には広報誌等での PR についてもお願いをした。建築士会で開催している住宅よろず相談会におい

ても空き家の相談を受けることとし岡山市の広報誌で PR した。 

また岡山県住宅リフォーム推進協議会のホームページ内に空き家対策相談窓口のページを開設した。 

さらに、県外在住の所有者等に対しては、東京の岡山県人会のメールマガジンにも紹介してもらい、周

知を図った。 
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⑤相談会の開催 

岡山県の主催による移住定住交流フェアが毎年東京、大阪で開催され、今年度からは名古屋でも

開催されており、県内各市町村が参加してその中で移住相談会を開催している。 

その中で移住先の住宅として空き家バンク等空き家の紹介を受けられるかどうかなどの相談が

あり、10 月の名古屋では備前市、美咲町に関するものが 1 件、1 月の東京では笠岡市、浅口市に関

するものが 5 件あった。 

 

⑥相談実績 

結果は表１、表２のとおりであるが、地域相談窓口での相談件数は多かったものの、広域相

談窓口兼専門相談は 12件のみと多くはなかった。 

 

表３ 相談件数（（ ）内は専門相談窓口の内数） 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）相談者の内訳と相談内容 

相談内容では一番多かったのが「売買」に関するもので全体の 30％を占めており、「賃貸」が

それに続いている。ただし空き家利用希望者からの相談を見ると「売買」全体の 40％、「賃貸」

全体の 70％をそれぞれ占めており、空き家利用希望者は圧倒的に賃貸希望者が多いことがわかる。

逆に空き家所有者は売買を希望する人が多い。また空き家所有者からは「解体」の相談も多く、

老朽化した空き家が問題となっている実態がうかがえる。 

相談者については空き家の持ち主を対象としていることもあり、相続した空き家の処分等の相

談を受けるのは定年退職をした世代が多く、若い人は少ない。空き家利用希望者については年齢

層は様々で、移住に伴うものでは子育て世代からの相談も見受けられる状況である。 

 

ⅱ）相談方法 

相談を受けた方法としては約 50％が電話となっているが、来訪も 40％以上あり、対面での相

談を望む傾向がうかがえる。これまでの住宅相談などではほぼゼロであったメールでの相談もい

くらかあったのは、メルマガでの PR をはかったことや急ぎの相談ではないことが原因ではない

かと考えられる。 

 

ⅲ）相談者が窓口を知った方法 

相談窓口への来訪または電話等については、県内在住者は一番多いのが 261 人中 31％にあたる

83 人が県や市町村の広報誌からの情報としている。二番目に多い項目としては「その他」として

26％あることを考えると恒常的な相談者が多いのではないかと思われる。そのことは広報が困難

な県外在住者が窓口を知った方法として「その他」がトップになっていることからもうかがわれ

る。 

相談対応

件数 

空き家所有者本人

及びその家族から

の相談 

空き家利用希望

者からの相談 

 

合 計 

目 標 １００件 １００件 ２００件 

実 績 ２９９（１１）件 １５１（１）件 ４５０（１２）件 
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〇主な相談事例 

 

  

①管理 ・県外在住で、町内にある空き家管理ができかねるため、空き家バンク登録の検

討をしている 

・町内に空き家を所有しているが、退職までは手放すつもりはない。今後どのよ

うな管理ができるか 

 

②賃貸 ・所有者が死亡や施設入所のため管理できないので売りたい、貸したい 

・大幅に改修が必要な物件なのだが、賃貸、改修費借主負担という条件で空き家

バンクに登録したい 

・空き家を賃貸に出す前にリフォームを行う相談 

・実家が空き家となっている。もう住む人もいないので売却をしたい。市で売却

の手続きの助けをしてもらえないか。 

・空き家を譲渡して無償贈与を希望。町に空き家を引き取ってもらう制度はない

か 

・空き家情報バンクを利用したい 

 

③解体 ・相続後、長期に放置している空き家の除却相談 

・解体したいが、高齢のため自分で壊すことができず、年金暮らしで壊す資金も

ない。接道の土地なので売ることもできない 

・現地を見て解体したほうがいいかアドバイスがほしい 

・解体を考えているが、補助金はあるか 

・空き家に近い解体業者等を知りたい 

 

④利活用希望

者 

・古民家を借りて店舗を開きたい 

・新規就農予定者が圃場の近くで住居を探している 

・移住希望で空き家を探している 
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表４ 相談者及び相談内容別・相談方法別の相談件数 

集計開始時期：平成 27 年 10 月 1 日 

 
相談方法 

電 話 メール 来 訪 相談会 その他 計 

空

き

家

所

有

者

本

人 

管 理 4  2   6 

売 買 32 2 19  6 59 

賃 貸 12  16  2 30 

解 体 36  20   56 

上記以外 3  3  1 7 

複 合 3  1 1  5 

小 計 90 2 61 1 9 163 

所

有

者

本

人

以

外 

管 理 57  16  3 76 

売 買 7  9  2 18 

賃 貸 2  3  1 6 

解 体 12  13  2 27 

上記以外 2  3   5 

複 合 2  2   4 

小 計 82  46  8 136 

空

き

家

利

用

希

望

者 

管 理      0 

売 買 26  28  1 55 

賃 貸 33  48 6 3 90 

解 体      0 

上記以外 2  1   3 

複 合 2 1    3 

小 計 63 1 77 6 4 151 

合 

 

計 

管 理 61 0 18 0 3 82 

売 買 65 2 56 0 9 132 

賃 貸 47 0 67 6 6 126 

解 体 48 0 33 0 2 83 

上記以外 7 0 7 0 1 15 

複 合 7 1 3 1 0 12 

計 235 3 184 7 21 450 

 

表５ 相談者の所在地別の相談方法 

相談者の所在地 電 話 メール 来 訪 相談会 その他 計 

県内在住者 142 1 137  14 294 

県外在住者 74 2 42 7 3 128 
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表６ 相談者が相談窓口等を知った方法 

集計開始時期：平成 27 年 10 月 1 日 

 

相談者 

の内訳 

具体的な方法 

事業主

体等の

ホーム

ページ 

窓口周

知チラ

シ、パ

ンフレ

ット 

県・市

町村の

広報誌 

県・市

町村窓

口から

の紹介 

連携団

体から

の紹介 

開催し

た空き

家セミ

ナー、

勉強会

等 

新聞・

雑誌・

テレビ

等のメ

ディア

情報 

その他
※5 

合計 

相

談

窓

口 

県内在住者 40 18 83 23 2 0 26 69 261 

県外在住者 23 11 9 16 10 3 3 25 100 

計 63 29 92 39 12 3 29 94 361 

相

談

会

等 

県内在住者          

県外在住者    3  3 1  7 

計    3  3 1  7 

 

 

５）県の診断補助事業と連携した活用・解体等のアドバイス事業（効果促進事業） 

県及び市町村が補助事業として別途実施する建築士による空き家の劣化診断の調査結果に基づき、

本事業で設置する常設の専門相談窓口の建築士が解体やリフォームのアドバイスを行う相談事業（空き

家生き活き事業）を実施する予定であったが、県及び市町村の補助事業による劣化診断の実績が少なく、

活用を促すも相談はなかった。 
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３．事後評価 

 

①相談業務に必要となる基礎情報調査 

解体業者の情報提供を充実したかったが、県の解体業者登録以外の情報を得ることが困難であ

った。現地視察時に指摘があり、建設業協会にも改めて解体業者の情報提供について相談をした

が、そもそも建設業協会として会員の業務範囲を把握していないとのことで断念せざるを得なか

った。解体工事は今後減ることはないと考えられることからさらなる情報提供の手段を検討する

必要がある。 

シルバー人材センターについては地域によってサービス内容が大きく異なっていた。その理由

としてはセンターの性格としてサービス内容を増やすというインセンティブが少なく、あくまで

地域住民の生活サービスに徹するというものであるからと思われる。そのため公表している建前

とは別に、交渉しだいでは踏み込んだサービスも可能であるようなニュアンスを感じられた。 

 

②相談員の研修・育成 

地域相談窓口にあたる市町村窓口職員については多くの市町村の参加を得ることができた。結

果、総相談件数の 97％以上を地域相談窓口で対応しており、行政の力と住民からの信頼感を感じ

ることができる。 

専門相談窓口にあたる相談員は、当初その数を確保できるかどうかという不安もあったが、以

前から建築士会の住宅相談窓口担当者を主に選任したこともあり、多くの経験者をあてることが

できた。 

研修にあたっては尾道の空き家対策等に精通した講師を地元でみつけることができ、将来展望を

のぞめるものにすることができた。 

「空き家問題」をテーマとした建築士会と宅建業協会の交流会においては、行政職員や確認検査機

関の職員など多方面からの参加を得て関心の高さを感じられた。両会の協力として一つの方向として

は空き家のインスペクションに積極的に取り組む方向性が示されるに至った。 

 

③空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

住宅が空き家になる以前からの啓発が必要と考え、パンフのタイトルを「住宅をお持ちのみな

さまへ」としたが、逆に空き家のパンフとわかりにくいとの指摘があった 

視察時のアドバイスもあり、岡山市の行政広報誌においても通常の住宅相談に加えて空き家相

談の実施についての記載を加えていただいた。 

 

④相談事務の実施 

地域相談窓口である市町村の窓口では相当数の相談があったが、専門相談窓口への相談は多く

なかった。これは問題の多くが市町村における条例等についての説明で完結していることによる

ものと思われる。 

実際の相談の場面では電話だけでは状況の把握が困難なため、特に利活用については一般的な

答えで終わってしまう傾向にあった。 

 

⑤効果促進事業 

実際に現地を見ていない建築士会の建築士が、建築士事務所協会の調査員が作成した空き家の劣

化診断の報告書だけを見てアドバイスする体制は無理があるし、効果的なアドバイスができるかどうか
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については疑問がある。 

仮に現地確認をするとしても 2重の時間と経費がかかるので、建築士事務所協会の調査員が総合所

見をする体制とする方が効率的であり、実際に現地も見ているので効果的なアドバイスができるのと思

われ、事業の見直しが必要と思われる。 

 

 

４．今後の課題 

 

①相談業務に必要となる基礎情報調査 

住宅管理サービスについては数も多くなく、業界が未成熟で安定していないと感じる。一方で

地域の業者によるサービスも散見できるようになりつつあり、今後一定規模の市場を形成する可

能性が高いと思われる。今後とも地域に根差したサービスについて注視していくことが必要と思

われる。 

 

②相談員の研修・育成 

講師が多方面にわたることから人材の確保や研修日程の調整が難しい。また研修を受ける相談

員が多い場合、日程調整が難しい。市町村によっては空き家を他県からの移住者の住宅に向けた

い気持ちもあり、その温度差を超える工夫が必要かもしれない。 

 

③空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

市町村の広報誌を見ての相談が多かったので、もっと積極的な掲載をお願いすればさらに効果

があったと思われる。さらに一般住民の目につきやすい情報提供の在り方を考える必要がある。 

 

④相談事務の実施 

民間事業者についての問い合わせはかなりあったが、具体的な社名等を相談の中で出すことが

できないため、有効なアドバイスをすることが困難である。公表されている事業者の名簿等の情

報を空き家の所有者等にお知らせできるような工夫が必要と感じる。 

また相談者の相談内容や問題意識が整理されていないため、相談員からの回答が的確であるか

どうか、相談の効果があったかどうかが図りにくい傾向がある。 

また一部の市町村窓口からは空き家相談自体に対する相談（受け答えの方法、専門相談での対

応内容等）があり、地域相談窓口と専門相談窓口のさらなる連携が必要と思われる。 

 

⑤効果促進事業 

効果促進事業としては具体的な成果をあげることはできなかったことは、空き家の問題が個人

個人にとっては必ずしも切迫した問題ではないことがうかがわれる。このため今後も継続的な取

り組みが必要と思われる。 
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５．今後の展開 

 

岡山県においては平成 28年度事業として「空き家コンシェルジュ市町村サポート事業」を開始する

予定となっている。この事業は、空き家の適正管理、利活用に関する専門的知識を持った建築士等の

専門家を「空き家コンシェルジュ」として総合相談窓口（建築士会に開設）に配置したうえで、市町

村窓口へ随時派遣し、窓口支援及び現地での専門相談に対応するものである。また、支援を通じて、

市町村担当職員の知識、対応能力の向上を図ることを目的としており、当協議会としても今年度事業

の実績をもとに引き続き空き家問題への協力を継続する予定である。 

なお岡山県建築士会においてはこれまで実施してきた住宅よろず相談に空き家の問題を加え、引き

続き相談への対応を続ける予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 ■事業主体概要・担当者名 

設立時期 平成１９年８月設立 

代表者名 会長 洗 井  健 一 

連絡先担当者名 一般社団法人岡山県建築士会  専務理事 皆木國義 

連絡先 
住所 〒７００－０８２４  岡山県岡山市北区内山下一丁目３番１９号 

電話 ０８６－２２３－６６７１ 

ホームページ http://oka-reform.aba-momo.com/ 
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